
�愛媛県告示第１１１７号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６年法律

第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成２４年９月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除予定保安林の所在場所

西条市丹原町田滝乙１９９の２・乙２００の１・乙２０１の２・乙２１６の

１・乙２１７・乙２２３から乙２２６まで（以上９筆について次の図に示

す部分に限る。）

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

指定理由の消滅

（「次の図」は、省略し、その図面を愛媛県庁及び西条市役所に備

え置いて縦覧に供する。）
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�愛媛県告示第１１１８号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２０条第２項の規定に基づ

き、今治広域都市計画交通広場の決定に係る都市計画の図書の写し

を愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成２４年９月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広
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�愛媛県告示第１１１９号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、今治広域都市計画道路の変

更に係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧に供

する。

平成２４年９月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広
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�愛媛県告示第１１２０号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年９月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１２１号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年９月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
告 示

○ 解除予定保安林……………………………………………………………７５３

○ 都市計画の決定に係る図書の写しの縦覧………………………………７５３

○ 都市計画の変更に係る図書の写しの縦覧………………………………７５３

○ 道路の区域変更（県道西条久万線）……………………………………７５３

○ 道路の区域変更（県道川之江大豊線）…………………………………７５３

○ 道路の供用開始（ 〃 ）…………………………………７５４

○ 建設業者の許可の取消し…………………………………………………７５４

○ 道路の供用開始（県道広田双海線）……………………………………７５４

○ 新たな土地改良事業の施行の関係書類の縦覧…………………………７５５

監 査 公 表

○ 監査結果に基づく措置の公表……………………………………………７５５

告 示

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 西条久万線
西条市黒瀬字向乙１９２番９から

同字乙１９８番７まで

旧 ７．５～３５．０ ０．０９１

新 １２．０～３７．０ ０．０９１

毎週（火・金）曜日発行 第２４０２号 平成２４年９月１１日
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�愛媛県告示第１１２２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年９月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１２３号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２４年９月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１２４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年９月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 川之江大豊線
四国中央市新宮町新宮８０５番地先から

同町新宮６９５番４まで

旧 ３．０～４．２ ０．０２１

新 ４．２～８．８ ０．０２１

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 川之江大豊線
四国中央市新宮町新宮８０５番地先から

同町新宮６９５番４まで
平成２４年９月１１日

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（特－１９）第１７８１号 平成１９年
８月２日 （株）中野工務店 中野 博正 松山市河野中須賀３１４－

１
平成２４年
８月１日

土木工事業
とび・土工工事業
石工事業
鋼構造物工事業
ほ装工事業
しゆんせつ工事業
塗装工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（特－２３）第３３３６号 平成２３年
７月４日 （株）森田住宅 森田 靖 松山市八反地甲１６４２－１ 平成２４年

８月１３日 建築工事業 建設業の廃止

（特－２１）第１４６０号 平成２１年
１１月１８日 向井建設（株） 越智 聡 松山市三津３－５－２５ 平成２４年

８月２２日

建築工事業
大工工事業
屋根工事業
タイル・れんが・ブロック
工事業
鋼構造物工事業
内装仕上工事業

建設業の廃止

（般－２１）第１６５０４号 平成２１年
６月４日 （株）みずき �木 寛 松山市井門町６８４－４ 平成２４年

８月３０日 建築工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－１９）第１１７２６号 平成１９年
９月２５日 （株）マツケン正 岩本 正三 松山市竹原３－１５－２ 平成２４年

８月３０日
建築工事業
大工工事業
防水工事業

建設業の廃止

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 広田双海線
伊予市双海町上灘字宮ノ下甲７３６番地２から

同字甲７８８番４地先まで
平成２４年９月１１日
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�愛媛県告示第１１２５号
大洲市土地改良区から認可申請のあった新たな土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（かんがい排水）・常森地区）の施行は、適

当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条

第９項において準用する同法第８条第６項の規定により、次のとお

り関係書類を縦覧に供する。

平成２４年９月１１日

愛媛県南予地方局長 山 本 龍 典

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・

常森地区）計画書の写し

� 大洲市土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成２４年９月１２日から１０月１１日まで

３ 縦覧場所

大洲市役所本庁

監 査 公 表

�公表第１３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２４年９月１１日

愛媛県監査委員 岸 新

同 住 田 省 三

同 笹 岡 博 之

同 佐 伯 滿 孝

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

保 健 福 祉 課 平成２３年８月１８日

（監査の結果）

１ 生活安定資金貸付金償還金について、収入未済額の縮減に、引き続

き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ０ ４８，９８３，０００ ４８，９８３，０００

２１年度 ０ ５０，７１１，６７０ ５０，７１１，６７０

差引増減 ０ △１，７２８，６７０ △１，７２８，６７０

２ 収入未済の低所得世帯子弟就学奨励補助金返納金について、適切に

債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１１年度及び１２年度 １者 １２０，０００

３ 収入未済の医療技術大学授業料について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１５年度 １者 １８９，６００

（措置の内容）

１ 未収入金の収入確保については、市町に対し、借受人や連帯保証人

へ連絡を行い、生活状態などの確認や償還督励を実施し、また、行方

不明者についても追跡調査を行うよう要請している。

その結果、平成２２年度末の未収入金４８，９８３，０００円のうち、平成２３年

度中に３４９，１２０円を回収したほか、１５０，０００円を不納欠損処分し、平成

２３年度末には、前年度より債務者数で１１者減の５５９者、収入未済額で

４９９，１２０円減の４８，４８３，８８０円となっている。

今後とも借受人や連帯保証人の生活状況に応じた適切な償還指導に

より、債権の整理に努めたい。

２ 低所得世帯子弟就学奨励補助金返納金は、受給者が給付規則に反し

て他の修学資金を受給していたため、支給決定時に遡って取り消した

ことにより発生したものであり、平成２２年度末までに、１６８，０００円を

返納し、未収入金は１２０，０００円となっている。

平成２３年度も引き続き地方局を通じ、返納の指導を行った結果、３７，０

００円の納付があったものの、低所得者であることから返納は滞ってお

り、平成２３年度末現在の未収入金は８３，０００円となっている。

今後も完納に向けて継続的に指導を行ってまいりたい。

３ 本債権は、地方独立行政法人化に伴い県の債権として残ったもので

ある。これについては、公立大学法人愛媛県立医療技術大学が県機関

であった時（平成１５年度）に発生したものであることに鑑み、法人の

協力を得て債務者の所在調査や催告等を行い、債権回収に努めていた

が、平成２４年６月９日に消滅時効を迎えたため、不納欠損処理を行っ

た。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

医 療 対 策 課 平成２３年７月１３日

（監査の結果）

看護職員修学資金貸付金償還金について、納期限内の収入確保に努

めるとともに、収入未済金を適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２２年度 １者 ３８４，０００

（措置の内容）

看護職員修学資金貸付金について、債務者に経済的余裕がないため、

平成２２年度末で３８４，０００円（債務者１名分の半年賦２回分）の未収金

が生じているものであり、償還指導に努めているが、平成２２年度中に

は償還されなかった。

平成２３年度中の指導で、１回分の納付約束があり、平成２３年１１月７

日付けで納付の申出書を徴収したものの、履行されず、その後も継続

指導を行っているが、いまだ納入されていない。

今後も納付状況を確認し督促するほか、本人及び保証人の状況を確

認し、早期の納付を働きかけたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

子 育 て 支 援 課 平成２３年９月６日

（監査の結果）

１ 児童扶養手当返還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の

縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 １２５，１６０ ４，１０８，９６０ ４，２３４，１２０

２１年度 ７５０，９６０ ６，２２０，４００ ６，９７１，３６０

差引増減 △６２５，８００ △２，１１１，４４０ △２，７３７，２４０

２ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金償還

金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、一層努め

られたい。

愛 媛 県 報平成２４年９月１１日 第２４０２号
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（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ２０，９８８，５８１ １７９，０６５，１０２ ２００，０５３，６８３

２１年度 ２１，８９７，９０１ １６０，０８９，２８４ １８１，９８７，１８５

差引増減 △９０９，３２０ １８，９７５，８１８ １８，０６６，４９８

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 １，１７５，４００ １９，１１６，３１０ ２０，２９１，７１０

２１年度 １，３０８，４３３ １８，０７９，２２５ １９，３８７，６５８

差引増減 △１３３，０３３ １，０３７，０８５ ９０４，０５２

（措置の内容）

１ 児童扶養手当返還金については、督促状及び催告書の送付など納入

指導に努め、一括納付が困難な債務者に対しては履行延期の特約を

行い、分割納付の推進により順次回収を行った結果、平成２２年度収

入未済額４，２３４，１２０円のうち、１４０，０００円を回収した。また、消滅時

効の完成により、１，７７６，４５０円を不納欠損処理した。

しかし、平成２３年度において返還金１２５，１６０円が新たに発生し、こ

の新たな債務者に対しても、債務の通知を行うなど納入指導に努め

たが、平成２４年５月末時点で未納となっている。

この結果、平成２３年度の収入未済額は２，４４２，８３０円となっており、

引き続き市町を通じた納入指導や電話による督促などに努めること

としている。

返還金は、主に受給者の受給資格に関する届出遅延により発生して

いることから、市町に対して受給者に対する現況届や資格喪失届の

提出指導、関係部門との連携及び関係公簿などの確認について周知

徹底を図り、発生の未然防止に努めたい。

２ 母子寡婦福祉資金特別会計における貸付金償還金については、資金

の貸付申請時において母子自立支援員による制度の十分な説明と適

正な償還計画の指導を行うとともに、償還開始直前には、必要に応

じて借受者に償還が始まる旨を連絡するなど、適期収入に努めた。

滞納となったものについては、資金の貸付の段階から本人への相談・

指導にあたっている県下の母子自立支援員全員の協力を得ながら、

督促状の送付、滞納状況に関する通知及び本人又は保証人への電話・

訪問を行うなど、償還指導に努めた。

さらに、平成２３年１０月からは、督促時に納入期限の厳守を呼び掛け

る文書を同封し、収入未済額の拡大防止に努めた。

これらの結果、前年度からの滞納繰越分２２０，３４５，３９３円のうち、５，２

４１，１６３円が平成２３年度内に納入されたが、平成２３年度償還分１９，７８１，

２８１円が未収となったことから、平成２３年度の収入未済額は２３４，８８５，

５１１円となっており、引き続き収入確保と滞納繰越額の縮減に努めた

い。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

立 地 推 進 課 平成２３年８月２３日

（監査の結果）

収入未済の企業立地促進事業費補助金返還金について、適切に債権

管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１９年度 １者 ３４，７９６，０００

（措置の内容）

債務者のＡ社は、豚肉の差額関税脱税事件を起こし、国税当局の差

押えを受け、休眠状態となったため未収となっているものであるが、

平成２３年度中には返納がなされなかった。

今後も元社長宅への訪問や弁護士との協議を続けるなど、鋭意、返

還金の回収に努めてまいりたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

労 政 雇 用 課 平成２３年８月２３日

（監査の結果）

収入未済の地域改善対策職業訓練受講資金等貸付金償還金について、

適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１１年度～１８年度 ２者 １２１，８００

（措置の内容）

未償還の２名及び連帯保証人に対して、文書による催告と家庭訪問

を行った結果、債務者１名については、未償還金６９，６００円のうち、

１７，４００円が納入され、残りの未償還金も２か月に１回の割合で納入

される見込である。もう１名の債務者については、未償還金５２，２００

円が納入されていないが、今後とも、催告を継続するほか、分割納

入の指導を行うなど、早期完納に向け努力してまいりたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

林 業 政 策 課 平成２３年８月８日

（監査の結果）

１ 林業改善資金特別会計における林業改善資金貸付金償還金について、

納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 １０，４１３，０００ ２９，６２２，１０１ ４０，０３５，１０１

２１年度 １２，７８２，０００ １９，３２３，０４４ ３２，１０５，０４４

差引増減 △２，３６９，０００ １０，２９９，０５７ ７，９３０，０５７

２ 林業改善資金特別会計における収入未済の違約金（貸付金償還金に

伴うもの。）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１５年度～１６年度
及び

１９年度～２１年度
５者 １，７９１，８１１

（措置の内容）

１ 林業改善資金貸付金償還金については、近年、林業・木材産業を取

り巻く経営環境が厳しさを増す中、法人の解散による事業の廃止な

どにより、平成２２年度末で８件４０，０３５，１０１円（件数は債務者数）の

未収金が生じており、債務者の資力などに応じた償還の指導に努め

た結果、平成２３年度中に２，３１１，８０４円が償還され、平成２４年３月末現

在の滞納繰越に係る未収金額は３７，７２３，２９７円となったが、平成２３年

度に新たに４件９，３８４，０００円の未収金が発生したことから、平成２４年

５月末現在の未収金総額は、４７，１０７，２９７円となっている。

今後とも、適正な償還指導を行い、未収金の早期収入に努めたい。

２ 法人の解散による事業の廃止などにより生じた貸付金償還金に係る

違約金については、平成２２年度末で５件１，７９１，８１１円（件数は実債務

者数）の未収金が生じており、いずれも返済資力がなく回収が困難

な状況であるが、債務者の資力などを考慮し、分割による納入や貸

付金償還金完済後の納入を指導しているところである。
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この結果、平成２３年度中に２０８，０６３円が納入され、平成２４年３月末

現在の滞納繰越に係る未収金額は、１，５８３，７４８円となっている。

今後とも、違約金に係る適正な債権管理に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

森 林 整 備 課 平成２３年８月８日

（監査の結果）

県有林経営事業特別会計について、平成２２年度末の歳入不足額は２２

億２，０７０万円と前年度より３，４１７万円増加していることから、健全な

経営に向けて、より一層の努力が望まれる。

（措置の内容）

県営林の経営については、平成１２年２月に策定した県営林経営改善

計画「県営林経営の新たな改善方向（Ｈ１２～７６）」に基づき早期財政

健全化などに取り組んでいる。

平成２３年度においては、従来から行っている国庫補助事業の導入に

よる育林経費の負担軽減に加え、

○ 森林そ生緊急対策事業（国費１００％）などの実施

○ 緊急雇用創出事業の導入による森林整備

○ ボランティア活動や企業の森づくり活動の拠点となる“森林づ

くりフィールド”の提供・整備（森林環境税事業）

など、育林経費（特別会計）の支出を伴わない県営林の整備に努めて

おり、今後とも可能な限りの収支改善を行い、健全な経営に向けて鋭

意努力をしてまいりたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

漁 政 課 平成２３年８月９日

（監査の結果）

１ 沿岸漁業改善資金特別会計における沿岸漁業改善資金貸付金償還金

について、収入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ０ １，４２０，０００ １，４２０，０００

２１年度 ０ １，４３０，０００ １，４３０，０００

差引増減 ０ △１０，０００ △１０，０００

２ 沿岸漁業改善資金特別会計における違約金（貸付金償還金に伴うも

の。）について、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入未済

金を適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２２年度 １者 ９６９，５１７

（措置の内容）

１ 沿岸漁業改善資金貸付金償還金については、厳しい漁業経営などを

強いられる中、平成２２年度末で１名分１，４２０，０００円の６か月を超える

長期延滞が生じていたが、分割償還計画に基づく返済の指導に努めた

結果、平成２３年４月２０日に滞納者から分割償還として２０，０００円が納入

され、延滞繰越に係る未収金額は１，４００，０００円となった。今後とも、

適正な償還指導を行い、未収金の早期収入に努めたい。

２ 違約金については、平成２２年度末で１名分９６９，５１７円の６か月を超

える長期延滞が生じており、定期的に本人に面談し、違約金の早期納

入を指導している。今後とも、適正な納入指導を行い、未収金の早期

収入に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

漁 港 課 平成２３年８月９日

（監査の結果）

収入未済の違約金（設計委託業務に伴うもの。）について、適切に

債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１２年度 １者 ２１０，０００

（措置の内容）

違約金２１０，０００円は、破産終結通知によって回収のできない債権で

あることから、不納欠損処分の方向で措置したい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

出 納 局 平成２３年８月１８日

（監査の結果）

現金支給する新規採用職員（１名）の４月分給与について、給与資

金前渡担任者が支給定日から２０日遅延して支給していた。

（措置の内容）

給与資金前渡担任者及び給与事務担当者に対して、新規採用職員の

４月分給与の支給方法を指導するとともに、給与事務担当者の異動の

際には、上位職員についても遺漏なく事務引継ぎを行うよう指導を行っ

た。

なお、平成２４年３月１日付け２３会第２３２号通知「年度当初における

給与事務の処理について」において、新規採用職員に係る事務処理に

ついての取扱資料を追加し、全庁的に注意喚起を行った。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

教 育 総 務 課 平成２３年８月２３日

（監査の結果）

奨学資金特別会計における奨学資金貸付金償還金について、納期限

内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ３０，８８２，０００ ２７，４５１，４００ ５８，３３３，４００

２１年度 ２５，８５１，０００ １９，６６８，０００ ４５，５１９，０００

差引増減 ５，０３１，０００ ７，７８３，４００ １２，８１４，４００

（措置の内容）

奨学資金貸付金の償還については、奨学生の新規採用時及び貸与終

了時に、学校長を通じ奨学金制度の趣旨や社会人になってからの奨学

金返還義務などを指導するとともに、卒業後も、新たに返還を開始す

る者全員に対し、納入通知書発行に先立ち、文書により納入期限の厳

守を指導している。

また、督促・返還指導などを業務とする「奨学生指導員」（非常勤

嘱託２名）と係員が連携し、未納者本人や連帯保証人などに対する訪

問や電話による返還指導の強化、長期未納者に対する指導方法の検討

会開催などにより、収入未済額の縮減に努めている。

結果、滞納繰越分は、平成２２年度末現在の未収額５８，３３３，４００円につ

いて、平成２３年度に１４，７７７，０００円を収納し、平成２４年３月末現在では

４３，５５６，４００円となったが、平成１７年度に旧育英会の高校奨学金事業が

県に移管されたことから、この移管分の返還開始に伴う返還者の増大
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などにより、平成２３年度新たに５１１件３８，１１６，０００円の未収金が発生し

たため、平成２３年度末現在の収入未済額は８１，６７２，４００円となった。

今後は、更にきめ細かな返還指導を徹底し、納期限内の収入確保と

収入未済額の縮減に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

人 権 教 育 課 平成２３年８月１０日

（監査の結果）

地域改善対策高等学校等就学奨励費貸付金償還金について、納期限

内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ５５，２２９，２２６ ３３１，２２８，２０９ ３８６，４５７，４３５

２１年度 ５４，７８４，３５１ ２８２，６９７，４０５ ３３７，４８１，７５６

差引増減 ４４４，８７５ ４８，５３０，８０４ ４８，９７５，６７９

（措置の内容）

平成２３年度における地域改善対策高等学校等就学奨励費貸付金償還

金については、１２６，０９５，２７７円の調定額に対し、収納額７４，９００，８８２円

（収納率５９．４％）であり、収納率は前年度比で３．３％の増となった。

滞納繰越分については、償還金の未納者に対して、督促状の発行や

各種通知文に未納額を掲載して納入を促すとともに、県担当者が奨学

生であった者やその保護者と面談するなどして返還指導を実施した結

果、平成２３年度中に７，４８５，５０３円を収納し、平成２４年３月末現在では

３７８，７７９，７６７円となったが、新たに平成２３年度の未収金５１，１９４，３９５円

が発生したことから、平成２３年度末の収入未済額は４２９，９７４，１６２円と

なっている。

平成２３年度から新たな試みとして、全ての未納対象者に対し「未納

状況通知書」を送付することで、更に返還を促すとともに、市町担当

者と連携を図りながら、年間を通して係全員体制で面接指導を行うな

ど、より効果的な運用を図っている。

今後は、更にきめ細やかな返還指導を徹底し、債務者の返還意識を

高揚させることで、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に一層努

めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

警 察 本 部 平成２３年８月３０日

（監査の結果）

１ 放置違反金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ５，８９４，０００ １７，１６５，７６３ ２３，０５９，７６３

２１年度 ８，３７１，０００ １７，６２１，７６３ ２５，９９２，７６３

差引増減 △２，４７７，０００ △４５６，０００ △２，９３３，０００

２ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１７年度及び１９年度 ２者 １，３５３，０００

３ 延滞金（放置違反金に伴うもの。）について、納期限内の収入確保

と収入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 １，３０２，６００ １，２４８，３００ ２，５５０，９００

２１年度 ８７８，７００ ４０８，６００ １，２８７，３００

差引増減 ４２３，９００ ８３９，７００ １，２６３，６００

（措置の内容）

１ 放置違反金については、滞納者との面接や電話による催促、督促状

の送付、銀行預金の差押えによる滞納処分などを積極的に実施した。

その結果、平成２２年度未収入金２３，０５９，７６３円（１，５０７件）が、平成２３

年度末現在で１３，０３９，７６３円（８５３件）となり、１０，０２０，０００円（６５４件）

減少した。今後とも、放置違反金の納期限内の収入確保に努めるとと

もに、未納者へは違反車両の道路運送車両法に定める継続検査の拒否

制度と合わせ、住所変更の調査や携帯電話番号照会などの追跡調査に

基づき、滞納処分や任意納付のための督促などを積極的に実施し、収

入未済額の縮減に努める。

特に、長期滞納者については、原則、滞納者と面接し、催促活動を

実施するとともに、徴収体制を強化していくこととしたい。

２ 損害弁償金の未収金のうち、平成１７年度分については、督促状によ

り催告していたものの、納入がないまま所在不明となっていた債務者

を平成２２年４月に所在確認したため、納入通知書を再発行して納入を

求め、平成２３年度末現在で５，０００円納入された。しかしながら、債務

者に収入がないことから、早期の納入は困難な状況であるが、継続的

な納入に努めたい。平成１９年度分は、債務者と面談して納入意思を確

認し、平成２３年度末現在で２５９，０００円が納入された。今後も、債務者

の支払能力を確認し、継続的な納入に努めたい。

３ 放置違反金に係る延滞金については、滞納者との面接や電話による

催促、督促状の送付、銀行預金の差押えによる滞納処分などを積極的

に実施した。その結果、平成２２年度未収金２，５５０，９００円（７６２件）が、

平成２３年度末現在で、２，１６２，０００円（６２３件）となった。今後とも、放

置違反金に係る延滞金の納期限内の収入確保に全力を挙げるとともに、

滞納者宅への訪問、所在不明者の追跡調査を行い、滞納処分や任意納

付のための督促などを積極的に実施し、収入未済額の縮減に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 児 童 相 談 所 平成２３年５月１８日

（監査の結果）

１ 児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収

入未済額の縮減に、一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 １，７２８，４７０ ８，５９４，４０８ １０，３２２，８７８

２１年度 １，７０３，８９０ ８，４５８，３９８ １０，１６２，２８８

差引増減 ２４，５８０ １３６，０１０ １６０，５９０

２ 児童相談所における一時保護所の安全対策については、児童福祉施

設最低基準等に基づき、火災等の非常災害に備え具体的な避難計画の

作成に努めるとともに、訓練を毎月１回以上実施することとされてい

るところ、避難計画を作成していなかったほか、訓練も実施していな

かった。

（措置の内容）

１ 収入未済額については、督促状、電話催告、戸別訪問を実施し、収

入未済額の縮減に努めている。なお、今後発生する負担金について

は、面接やケース訪問時を利用し、期限内納入の啓発に努めたい。

愛 媛 県 報平成２４年９月１１日 第２４０２号

７５８



区 分

収入未済額（円）

平成２２年１２月３１
日現在

平成２３年度への
繰越額（平成２２
年度末現在）

平成２３年１２月３１
日現在

平成２２年度分 ９５８，１３０ １，７２８，４７０ １，５９２，９７０

滞納繰越分 ９，１９９，１２８ ８，５９４，４０８ ４，９１４，７４８

計 � １０，１５７，２５８ １０，３２２，８７８ ６，５０７，７１８

平成２３年度分� ― ― １，９６１，１４０

合計（�＋�） １０，１５７，２５８ １０，３２２，８７８ ８，４６８，８５８

２ 平成２３年４月１日付けで、「東予児童相談所非常災害対策規程」を

定め、年間非常災害訓練計画に基づき、同年４月以降訓練を実施し

ている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局 総 務 企 画 部 平成２３年７月２２日

（監査の結果）

県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、一層努

められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ５７４，８７９，８０４ ８０８，５４７，７２８ １，３８３，４２７，５３２

２１年度 ４７２，０６７，３５９ ８２０，４６６，２００ １，２９２，５３３，５５９

差引増減 １０２，８１２，４４５ △１１，９１８，４７２ ９０，８９３，９７３

（措置の内容）

滞納となったものについては、愛媛県徴収確保対策本部において、

滞納整理方針及び数値目標を策定して計画的な滞納整理に努めるとと

もに、滞納整理強化月間の設定、差押えの早期着手と換価処分の促進

などを実施し、滞納整理に努力した結果、平成２３年度に繰り越した未

収入金１，３８３，４２７，５３２円が、平成２４年３月３１日現在で、９９３，８９３，８６１円

に減少した。

平成２３年度現年課税分については、「自動車税納期内納付キャンペ

ーン」（街頭啓発活動等）や、口座振替の推進、納税貯蓄組合の指導、

広報による啓発などにより納期内自主納税の促進に努めたが、平成２４

年５月３１日時点の未収入金は４６８，４５５，７１２円となった。

今後とも、納税秩序を確立し、税収の確保を図るため、県税の納期

限内の収入確保とともに、滞納繰越分の整理に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局 健 康 福 祉 環 境 部 平成２３年７月２２日

（監査の結果）

１ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ３６，０００ ２００，０２０ ２３６，０２０

２１年度 １１３，０２０ ９９，０００ ２１２，０２０

差引増減 △７７，０２０ １０１，０２０ ２４，０００

２ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金償還

金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一層

努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ６，１６７，３６１ ９，６７０，２０９ １５，８３７，５７０

２１年度 ５，２１２，６４８ ７，８４８，３０２ １３，０６０，９５０

差引増減 ９５４，７１３ １，８２１，９０７ ２，７７６，６２０

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ２４６，８９６ ６５４，１７３ ９０１，０６９

２１年度 １６５，７９６ ５１３，３７６ ６７９，１７２

差引増減 ８１，１００ １４０，７９７ ２２１，８９７

（措置の内容）

１ 生活保護費戻入金については、生活保護費返還金納付計画に基づく

適期収入が図られるよう、滞納者に対し、督促状・催告書の送付や

臨戸訪問による納入指導に努めた。

しかし、平成２３年度は、前年度からの滞納繰越分２３６，０２０円及び平

成２３年度償還分６４，４８５円が未収となったため、平成２３年度末の収入

未済額は、３００，５０５円となった。

滞納者は生活保護受給者や低額の年金受給者であるため、計画どお

りの返還が困難であるが、今後も粘り強く返還指導を行い、納期限

内の収入確保と収入未済額の縮減に努めてまいりたい。

２ 母子寡婦福祉資金特別会計の貸付金償還金については、貸付申請時

に母子自立支援員が制度を十分説明し、適正な償還計画を作成する

よう指導するとともに、償還開始直前には、借受者に償還が始まる

ことを連絡するなど、適期収入に努めた。

滞納者には、督促状の送付、滞納状況に関する通知、本人又は保証

人への電話、臨戸訪問を行うなど納入指導に努めた。

その結果、平成２３年度は、滞納繰越分１６，７３８，６３９円のうち、２，１６１，

７９７円が納入された。しかし、当年度償還分７，０８７，１９０円が未収となっ

たため、平成２３年度末の収入未済額は、２１，６６４，０３２円となったこと

から、今後とも、借主の生活状況に応じた適切な償還指導を粘り強

く行い、納期限内の収入確保と滞納繰越額の縮減に努めてまいりた

い。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局 建 設 部 平成２３年７月２２日

（監査の結果）

収入未済の前払金余剰額に対する利息（工事請負契約の解除に伴う

もの。）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備 考

１９年度 １者 １１５，６８８

（措置の内容）

平成１９年度に発注した急砂第２－１号の３急傾斜地崩壊対策工事に

ついては、元請業者であるＡ社が事実上倒産したことから、平成１９

年１２月３日付けで契約を解除し、前金払還付金として、４，２１０，０００円

が保証事業会社から入金された。この額に対する利息１１５，６８８円を、

元請業者であるＡ社に請求するも、いまだ納付されていない。

同社は、経営不振により経営破綻し、社長は、平成１９年１２月末頃か

ら、商業登記を残したまま所在不明となっている。このため、商業

登記簿調査、住民票調査、臨戸、建設業界知人からの聞き取り調査

などを行い、行方を捜索しているところである。
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設計委託業務の違約金（９４，５００円）については、平成１２年度にＣ社

と設計委託業務（９４５，０００円）を締結したが、経営不振のため倒産し、

契約解除による違約金が発生した。同社については、平成１３年９月

に大阪地方裁判所から破産宣告の通知があり、同年１０月９日に破産

債権届出書を提出したが、平成１５年２月５日付けで費用不足による

破産手続を廃止する旨の決定（平成１５年３月６日確定）及び破産管

財人から配当は不可能との通知があり、回収困難な状況となった。

当該債権は、工事請負契約の違約金と同様に、長期化している税外

未収債権であり、平成２０年３月に消滅時効の期間が経過し、かつ、

法人である債務者が倒産により事業を停止し、弁済の見込みがない

ことから、平成２４年２月定例県議会において権利放棄することが議

決（平成２４年３月１９日）されたので、同日付けで不納欠損処分を行っ

た。

３ 平成１４年度にＢ社と工事請負契約（８，９２５，０００円）を締結していた

が、経営不振のため倒産し、契約解除による既前払金（３，５７０，０００円）

については保証契約に基づき納入させたが、県が請求した日から保

証事業会社が納入するまでの間に生じた利息に関しては保証で対応

できず、延滞利息（３７，９２５円）が収入未済となった。

当該債権については、同社の違約金とともに代理人弁護士に平成１４

年１０月に債権届出書を提出したが、回収困難な状況となったため、

違約金と同様に平成２４年２月定例県議会において権利放棄すること

が議決（平成２４年３月１９日）されたので、同日付けで不納欠損手続

を行った。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局 健 康 福 祉 環 境 部 平成２３年７月１２日

（監査の結果）

１ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ２，２４８，３８６ １，２４０，０３６ ３，４８８，４２２

２１年度 ３４６，９００ ９９３，１３６ １，３４０，０３６

差引増減 １，９０１，４８６ ２４６，９００ ２，１４８，３８６

２ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金償還

金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、一層努め

られたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 １，２４５，４２０ ４，５６６，０２６ ５，８１１，４４６

２１年度 １，１１８，１２１ ４，１０９，９６７ ５，２２８，０８８

差引増減 １２７，２９９ ４５６，０５９ ５８３，３５８

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 １６，６６６ １，６２１，２６４ １，６３７，９３０

２１年度 ０ １，６７４，７６４ １，６７４，７６４

差引増減 １６，６６６ △５３，５００ △３６，８３４

平成２３年３月７日の臨戸調査においても所在は判明しなかったので、

平成２４年度の住民票などの調査で記載事項に変更がなければ、工事

の契約解除（平成１９年１２月３日）から３年以上を経過しているため、

債権の種類、時効の時期などを確認し、債権放棄をする方向で検討

したい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局 今 治 土 木 事 務 所 平成２３年７月２１日

（監査の結果）

１ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ４６０，５００ ３，７０４，８００ ４，１６５，３００

２１年度 ９８６，５００ ３，７２３，１００ ４，７０９，６００

差引増減 △５２６，０００ △１８，３００ △５４４，３００

２ 収入未済の違約金（工事請負契約及び設計委託業務に伴うもの。）

について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備 考

１３年度及び１４年度 ２者 １０９，７２５

３ 収入未済の前払金余剰額に対する利息（工事請負契約の解除に伴う

もの。）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備 考

１４年度 １者 ３７，９２５

（措置の内容）

１ 平成２２年度末時点で、４，１６５，３００円（３２名）の収入未済額があり、

納入促進対策として、滞納者に対し、定期的に戸別訪問などによる

納入督促を行い、滞納繰越金の約１４．０％、５８４，９００円（１７名）の納入

があったが、平成２３年度現年度分の収入未済額が６１６，３００円となった

ことから、平成２３年度末現在の収入未済額は、４，１９６，７００円となった。

今後とも、引き続き納入督促を行い、滞納整理を図ってまいりたい。

なお、長期滞納者については、督促状の発送、訪問、電話、呼出し

などでの催告、連帯保証人への協力依頼などにより、強力に納入指

導を実施しているが、悪質な長期滞納者に対しては、住宅の明渡し

を請求し、訴訟を提起している。

２ 工事請負契約の違約金（１５，２２５円）については、平成１４年度にＢ社

と工事請負契約（１５２，２５０円）を締結したが、経営不振のため倒産し、

契約解除による違約金が発生し、請求を行ったところ、代理人弁護

士から任意整理に伴う債権届出書の提出依頼があったため、平成１４

年１０月に債権届出書を提出した。その後、同弁護士から、「財産に

対し負債が多額であること、また、不動産は処分し、価値ある財産

もないことから、違約金への配当は困難である。」旨の話があり、

平成１９年３月に同弁護士から、「Ｂ社の任意整理は事実上終了した

が、法人登記の抹消は費用問題で行う予定はない。」との連絡があ

り、配当はなく、回収困難な状況となった。

当該債権は、上記のとおり、長期化している税外未収債権であり、

平成１７年１０月に消滅時効の期間が経過し、かつ、法人である債務者

が倒産により事業を停止し、弁済の見込みがないことから、平成２４

年２月定例県議会において権利放棄することが議決（平成２４年３月

１９日）されたので、同日付けで不納欠損処分を行った。
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（措置の内容）

１ 生活保護費戻入金の過年度収入未済額については、改めて催告書を

送付するとともに、家庭訪問、電話や文書などで納入指導を行った

結果、前年度からの滞納繰越額３，４８８，４２２円に対し、９６０，０００円の納

入があったが、平成２３年度償還分１，７７８，３１９円が未納となったことか

ら、平成２３年度末現在の収入未済額は、４，３０６，７４１円となっている。

滞納者は、生活保護を受給している者、又は受給していた者で、厳

しい生活状況にはあるが、今後も、引き続き家庭訪問などにより返

還指導を行い、収入確保に努めたい。

２ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償還金

については、資金の貸付申請時に借主（連帯借主）に対し、制度の

十分な説明と適正な償還計画の指導を行うとともに、貸付決定時に

連帯保証人に対しても、制度の説明と償還指導の依頼通知を行うほ

か、償還開始直前には借主に償還が始まる旨を通知し、口座振替を

勧めるなど、納期限内の収入確保に努めた。

また、償還が滞った場合には、借主（連帯借主）に対し、督促状及

び催告書の送付、借主（連帯借主）又は連帯保証人への電話や訪問

による督促を行うとともに、連帯保証人に対しては、借主に対する

返済の働き掛けの依頼や、連帯保証人自身からの償還など、可能な

範囲での支援を要請し、滞納額の縮減に努めた。

その結果、前年度からの繰越滞納額７，４４９，３７６円に対し、１，３８０，１３５

円の償還（償還率１８．５％）となっており、滞納者３４名中１５名が完済、

１２名から一部納入を得ることができた。

しかしながら、経済状況の悪化による借主及び連帯借主の収入減や

就職難、借主の疾病などにより、生活に困窮し償還できない者が多

く、平成２３年度収入未済額は７，３０７，７０４円（現年度分１，２３８，４６３円、

滞納繰越分６，０６９，２４１円）となった。

この貸付金償還金は、本特別会計における貸付金の財源であること

から、今後とも、借主の生活状況に応じた適切な償還指導により、

納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越額の縮減に努めた

い。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局 産 業 経 済 部 平成２３年７月１２日

（監査の結果）

１ 収入未済の違約金（工事請負契約に伴うもの。）について、適切に

債権管理されたい。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備 考

１３年度 １者 ３，９６５，０００

２ 収入未済の前払金余剰額に対する利息（工事請負契約の解除に伴う

もの。）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備 考

１６年度 １者 ９７，０１６

（措置の内容）

１ Ａ社の違約金については、平成１５年２月７日、同社が破産宣告を受

けたため、平成１５年２月２５日に「債権届出書」を松山地方裁判所に

提出した。

その後、破産者の資産（油圧ショベル４台）を占有する別の債権者

と破産管財人との間で、資産の所有権を巡り係争となり、二審で当

該債権者が破産管財人側に２，５００，０００円を支払うことで、平成１９年３

月に和解した。

この結果、２，５００，０００円の収納を受けて、平成１９年９月２０日、破産

管財人から配当措置が行われたが、破産管財人報酬、国税への配当

などが優先され、違約金債権への配当はなかった。

平成１９年１０月１７日に破産手続の廃止が決定し、同年１０月２３日に法人

登記簿が閉鎖された。

愛媛県債権管理マニュアルに基づき、適切な債権管理に努めていた

が、破産手続が終了、時効も到来し、今後、弁済される見込みがな

いことから、平成２４年２月定例県議会における債権放棄の議決を経

て、平成２４年３月１９日付けで不納欠損の手続を行った。

２ Ｂ社の契約解除に伴う前払金余剰額に対する利息については、平成

１７年３月２３日に調定し、納入通知書を郵送したが、代表者が所在不

明のため返送された。以降も所在不明となっている。

会社及び代表者名義の土地や建物は、全て抵当権者に抵当権を行使

され、競売されたため残っていない。

会社が存続していることから、今後も、未収債権の縮減に向けた全

庁的な取組の下、愛媛県債権管理マニュアルに基づき、債権回収に

努めていきたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局 建 設 部 平成２３年７月１２日

（監査の結果）

１ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 １０，４３０，１００ ４８，６４２，９９０ ５９，０７３，０９０

２１年度 １５，０４５，９００ ４７，６７６，１３０ ６２，７２２，０３０

差引増減 △４，６１５，８００ ９６６，８６０ △３，６４８，９４０

２ 収入未済の違約金（工事請負契約に伴うもの。）について、適切に

債権管理されたい。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備 考

１３年度及び１９年度 ３者 １，０６０，９４６

３ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備 考

１９年度 １者 ４１８，０００

４ 前払金余剰額に対する利息（工事請負契約の解除に伴うもの。）に

ついて、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入未済金を適切に

債権管理されたい。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備 考

１９年度、２１年度
及び２２年度 ３者 １００，８３２

５ 土木使用料（道路、河川）について、算定誤りにより申請者に対す

る過大徴収（計４６７，３７４円）及び過小徴収（計３５，７９９円）があったの

で、申請内容の確認に万全を期するとともに、再発防止策を確実に

実施されたい。

（措置の内容）

１ 県営住宅貸付料については、平成２２年度末時点で５９，０７３，０９０円の収

入未済額があった。滞納者及び保証人に対し、督促状の送付、呼出

し、訪問などを行い、納付指導に努めた結果、３，６１３，８２０円減少し、

平成２３年度末現在の収入未済額は、５５，４５９，２７０円となった。

今後とも、住宅貸付料の納期限内の収入確保に努めるとともに、滞

納繰越分の回収に努めたい。

２ 平成１３年度違約金の納入義務者であるＣ社は、平成１５年２月７日に

松山地方裁判所から破産宣告を受け、破産手続中であったが、平成

１９年７月１１日、破産管財人から同地方裁判所へ「任務終了の計算報

告書」の提出があった。債権回収できたものは、管財人報酬及び公

租公課に充当され、一般債権への配当はなかった。
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なお、同社は、同年１０月１７日に破産廃止決定確定、同２３日付けで破

産廃止決定確定の登記がなされ、即日、商業登記簿が閉鎖された。

平成１９年度違約金の納入義務者のうちＤ社は、平成２０年３月３日に

破産手続開始となったが、平成２１年２月４日、債権者集会において、

破産管財人から、「債権回収できたものは、管財人報酬及び抵当権

者の債権などに充当し、余剰なし」との説明があった。

なお、同社は、同年３月５日に破産手続廃止の決定確定、同月６日

付けで破産手続廃止の決定確定の登記がなされ、即日、商業登記簿

が閉鎖された。

もう一方の納入義務者であるＥ社は、平成１９年５月１７日に破産手続

開始となり、平成２１年７月２４日、最後配当６，８０４円があった後、同年

９月３日、債権者集会において、破産管財人から、任務終了と収支

計算の報告があった。

なお、同社は、同日に破産手続終結、同４日付けで破産手続終結の

登記がなされ、即日、商業登記簿が閉鎖された。

今後も、未収債権の縮減に向けた全庁的な取組の下、平成２３年４月

に作成された愛媛県債権管理マニュアルに基づき、適切な債権管理

を行いたい。

３ 収入未済額は、平成２２年度末で４１８，０００円であるが、継続して毎月

１５，０００円を納付してもらっており、平成２４年３月末で、収入未済額

は２３８，０００円となっている。

今後も、納付を途絶えさせることがないよう留意したい。

４ 平成１９年度前払金余剰額に対する利息の納入義務者であるＦ社は、

平成２０年３月３日に破産手続開始となったが、平成２１年２月４日、

債権者集会において、破産管財人から、「債権回収できたものは、

管財人報酬及び抵当権者の債権などに充当し、余剰なし」との説明

があった。

なお、同社は、同年３月５日に破産手続廃止の決定確定、同６日付

けで破産手続廃止の決定確定の登記がなされ、即日、商業登記簿が

閉鎖された。

平成２１年度延滞利息の納入義務者であるＧ社は、平成２１年８月に代

表者等役員が行方不明となったが、平成２３年４月に代表者の所在が

判明した。平成２３年５月２４日に督促を実施し、平成２３年１１月１７日に

催告を実施した。

平成２２年度前払金余剰額に対する利息の納入義務者であるＨ社は、

平成２４年２月７日に破産手続廃止の決定確定、同月８日付けで破産

手続廃止の決定確定の登記がなされ、即日、商業登記簿が閉鎖され

た。

今後も、未収債権の縮減に向けた全庁的な取組の下、平成２３年４月

に作成された愛媛県債権管理マニュアルに基づき、適切な債権管理

を行いたい。

５ 土木使用料の算定誤りについては、平成２３年７月２２日付け「占用料

算定事務の適正化について」に基づき、占用許可事務研修会の実施、

審査マニュアルの作成などにより、再発防止に努めている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中予地方局久万高原土木事務所 平成２３年７月１２日

（監査の結果）

砂防施設工事（経施砂第４０２号の２）について、当初契約した工事

箇所の施工が困難となったため、別の工事箇所を施工する旨の変更

契約を同一業者と締結していたが、新たな工事契約として入札手続

を行うべきであった。

（監査の結果）

適正な事務処理を行うため、契約に関する基本事項や変更契約の範

囲などについて職場研修を実施し、関係職員の意思の統一を図った。

なお、業務上疑義が生じた場合には、契約担当及び工事担当の間で

早期に協議を行うとともに、本庁担当課とも一層の連携を図ること

とした。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 健 康 福 祉 環 境 部 平成２３年７月２５日
平成２３年７月２７日

（監査の結果）

１ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ８８８，４０２ ６，７７９，６８３ ７，６６８，０８５

２１年度 ５５５，９００ ６，５８６，３３３ ７，１４２，２３３

差引増減 ３３２，５０２ １９３，３５０ ５２５，８５２

（地域福祉課）

２ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金償還

金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一層

努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ３，６７１，９４４ ５，４７８，２５３ ９，１５０，１９７

２１年度 ２，５８０，９７０ ４，７００，６３１ ７，２８１，６０１

差引増減 １，０９０，９７４ ７７７，６２２ １，８６８，５９６

（地域福祉課）

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ２５６，６５６ １，６６５，１９６ １，９２１，８５２

２１年度 １２０，７１６ １，６００，４４６ １，７２１，１６２

差引増減 １３５，９４０ ６４，７５０ ２００，６９０

（八幡浜支局福祉室）

３ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 １０１，０００ ５７６，０８２ ６７７，０８２

２１年度 １３８，０００ ６３８，０８２ ７７６，０８２

差引増減 △３７，０００ △６２，０００ △９９，０００

（措置の内容）

１ 平成２２年度末において、生活保護費戻入金の収入未済額が７，６６８，０８５

円であったが、納入指導を行った結果、平成２４年３月末までに６１０，３３４

円納入され、未納額は７，０５７，７５１円となった。

未納者は１０名であり、うち、７名は保護を廃止、残り３名は保護中

である。保護を廃止した７名のうち１名は、行方不明であることか

ら、随時、出身地町役場への住所地調査や近隣聞き込みにより、所

在把握に努めたい。（行方不明１名の収入未済額３３５，０００円。）

保護を廃止した残りの６名及び保護中の３名については、継続して

返還指導してまいりたい。（廃止した当該６名のうち大口未納者２

名については、納付指導により１５５，０００円の納付があり、収入未済額

は５，７０２，７１６円となった。）

なお、平成２３年度の生活保護費戻入金については、次のとおりとなっ

ている。
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２３年度生活保護費戻入金収入状況表

平成２４年５月３１日現在

２３年度調定額 収入済額 収入未済額 収入歩合

９，９９９，６４８円 ８，３６３，１３４円 １，６３６，５１４円 ８３．６％

未納者１５名

２ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償還金

については、資金の貸付申請時に借主（連帯借主）に対し、制度の

十分な説明と適正な償還計画の指導を行うとともに、貸付決定時に

連帯保証人に対しても、制度の説明と償還指導の依頼通知を行うほ

か、償還開始前には借主に対し、口座振替を勧めるなど期限内納付

を行うよう改めて通知し、期限内の収入確保に努めた。

また、償還が滞った場合には、借主（連帯借主）に対し督促状の送

付、電話や訪問による督促を行うとともに、連帯保証人に対しては、

借主に対する返済の働き掛けや、可能な範囲での支援を要請し、滞

納額の縮減に努めた。

その結果、前年度からの滞納繰越額１１，０７２，０４９円は、平成２４年３月

３１日現在で１，７３８，２２６円の償還があり、滞納者６９名中１７名が償還済と

なったほか、２３名からは一部納入を得ることができた。

しかしながら、借主の不安定な雇用状況などにより、生活に困窮し

た者、多重債務となった者など償還困難者が多く、平成２３年度出納

閉鎖時の償還未済額は、１３，９６７，８４２円（現年度分４，６３４，０２９円、滞納

繰越分９，３３３，８１３円）となっている。

この貸付金償還金が、本特別会計における貸付金の財源となること

から、今後とも、借主の生活状況に応じた適切な償還指導により、

期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越額の縮減に努めたい。

３ 平成２２年度末において、収入未済額が６７７，０８２円あり、訪問や電話

などによる納入指導を行った結果、平成２４年３月末までに、５名か

ら１３０，０８２円納入され、未納額は５４７，０００円となった。

未納者は３名であり、うち１名は保護を廃止し、２名は保護中であ

る。

引き続き、未納者に対し粘り強く適切な返還指導を行い、期限内の

収入確保に努めるとともに、滞納繰越額の縮減に努めてまいりたい。

なお、平成２３年度の現年度分生活保護費戻入金については、次のと

おりとなっている。

２３年度生活保護費戻入金収入状況表

平成２４年５月３１日現在

２３年度調定額 収入済額 収入未済額 収入歩合

３，０２３，６６６円 ２，８９１，６６６円 １３２，０００円 ９５．６％

未納者３名

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 建 設 部 平成２３年７月２５日

（監査の結果）

住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ８５２，６００ １，４１８，６００ ２，２７１，２００

２１年度 ８６６，８００ １，４０３，０００ ２，２６９，８００

差引増減 △１４，２００ １５，６００ １，４００

（措置の内容）

平成２２年度末現在の県営住宅貸付料収入未済額２，２７１，２００円（２８名）

については、滞納者及び連帯保証人に対し、督促状の送付、呼出し、

訪問などを行い、納付指導に努めた結果、平成２３年度中に、平成２２

年度分８５２，６００円、滞納繰越分５０，０００円、計９０２，６００円の納付があっ

た。

この結果、平成２２年度に係る収入未済額は、平成２４年５月末現在で

滞納繰越分１，３６８，６００円となり、このうち退去者分１，３１２，８００円（３

名）については、集金代行業務を民間委託している。

残り５５，８００円（２名）は入居中滞納者であるが、滞納者がともに生

活保護受給世帯（未回収額は、生活保護受給決定前の家賃）で、そ

れぞれ入院中（１名）、無職（１名）であることから、連帯保証人

への督促を行うとともに、状況を見ながら、本人に対しても納付指

導していきたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 大 洲 土 木 事 務 所 平成２３年７月２７日

（監査の結果）

１ 収入未済の違約金（工事請負契約に伴うもの。）について、適切に

債権管理されたい。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備 考

２０年度 １者 ４６，７２５

２ 収入未済の前払金余剰額に対する利息（工事請負契約の解除に伴う

もの。）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備 考

２０年度 １者 ７，３７７

３ 土木使用料（道路、港湾）について、算定誤りにより申請者に対す

る過大徴収（計３２２，３３９円）があったので、申請内容の確認に万全を

期するとともに、再発防止策を確実に実施されたい。

（措置の内容）

１ 一般債権として請求していたが、一般債権への配当が見込めなくなっ

たことから、平成２２年１２月１日に担当弁護士から破産手続廃止の申

立が行われ、同年１２月１６日に破産手続廃止が決定、平成２３年１月２１

日に確定した。

今後は、法律上の消滅時効期間の完了する２年後（平成２６年１月２２

日）以降に、債務者からの時効援用の申立を待つか、権利放棄の議

決による不納欠損の処理を行うこととなる。

２ 破産宣告申立の準備中で、破産申立手続が開始され次第、一般債権

として請求手続をとることとしていたが、平成２４年２月初旬に債務

関係者から支払をしたい旨の申出があり、平成２４年２月９日付けで

納入された。

３ 土木使用料の算定誤りについては、平成２３年７月２２日付け「占用料

算定事務の適正化について」に基づき、占用許可に際しチェックリ

ストを作成して、担当者及び上司の二重チェックを徹底するととも

に、占用許可台帳への記入などについても二重チェックを行い、再

発防止を図っている。

平成２４年９月１１日 発行
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